
当社は、経営理念である「エンジニアサポートカンパ

ニー 私達は技術者の夢をサポートします」に基づき、エ

ンジニアの成長と自己実現をサポートし、企業価値の最

大化を図るとともに、事業活動を通じて社会的課題の解

決に貢献し、持続的成長及び次世代成長の基盤構築を進

めていくことを、サステナビリティ活動推進の基本的考え

方としております。この考え方に基づき、下記のとおり「サ

ステナビリティ基本方針」を定めるほか、人権方針や調達

方針などを制定し、企業活動の規律と方向性の明確化を

図っております。また、ステークホルダーの関心や社会課

題を認識するとともに、当社の経営への影響を踏まえ、優

先的に取り組むべき8つのマテリアリティ（重要課題）を

特定し、課題解決に向けた実効性のある経営、事業活動

に取り組んでおります。

こうした当社のサステナビリティの取り組みについて全て

のステークホルダーの方にアクセスいただけるよう、統合

報告書やサステナビリティサイト等を通じて情報発信を

行っております。

基本方針

人づくり モノづくりを支える人（技術者）をつくる。

全従業員の幸福（しあわせ） 従業員がやりがいを持って働けるよう職場環境を整備する。

コーポレート・ガバナンス 法令等を遵守し、すべてのステークホルダーとの良好な関係の維持発展に努める。

社会貢献 豊かな社会をつくるため、事業を通じて社会に貢献する。

《サステナビリティ基本方針》

当社は、昨今のSDGs・ESG等、社会・環境問題をはじめと

するサステナビリティを巡る課題を重要な経営課題と位

置付け、サステナビリティ経営を推進するための体制とし

て、サステナビリティ委員会を設置しております。本委員

会は、取締役会の直下に設置され、サステナビリティに関

する方針や目標、実行計画の策定、目標に対する進捗管

理や評価、個別施策の審議等を行い、取締役会に対し報

告を行っております。

当社は、ステークホルダーの関心や社会課題を認識するとともに、当社の経営への影響を踏まえ、優先的に取り組むべきマテリアリ

ティ(重要課題)を8つに特定しています。特定したマテリアリティの重要性を認識した上で、課題解決に向けた実効性のある経営、

事業活動に取り組んでいきます。

当社では、各種リスクと機会を統括管理するための体制

を明確にするとともに、経営上のリスクと機会を分類・定

義し、リスクと機会の種類ごとに担当部門がリスクと機会

の状況の把握・分析等を行っております。また、コンプライ

アンス・リスク管理会議によって、各種のリスクを統括管

理する体制を整備しており、リスクの種類ごとの管理及び

対策を明確にし、実行しております。

環境や社会リスクを含むサステナビリティ関連のリスク

と機会の管理について、気候変動はTCFDのフレーム

ワークに沿って、環境変化による事業への影響と対応策

の有効性を分析し、人権侵害に加担していないかにつ

いてなどお取引先に対してアンケート調査を行う人権

本委員会は代表取締役社長を議長とし、取締役（監査

等委員である取締役を除く。）、監査等委員である取締

役、本部長・部長を主な構成員として、年4回開催してお

ります。

また、取締役会にて環境や社会リスクを含むサステナビリ

ティ関連のリスクと機会について審議・決議を行い、対応

の指示及びその進捗に対する監督を行っております。

ガバナンス

戦略

リスク管理

当社は8つのマテリアリティ（重要課題）を環境・社会・ガ

バナンスの3領域に分類し、重要課題ごとに指標及び目

標を設定し、モニタリングしております。これらの指標及

び目標は、サステナビリティ委員会が審議及び評価を行

い、サステナビリティ委員会の議長である代表取締役社

長を通じて取締役会に報告されます。なお、マテリアリティ

（重要課題）、指標及び目標については、事業環境や課題

認識を踏まえ、必要に応じて見直しを実施しております。
※マテリアリティ（重要課題） のKPI、目標、実績に関しては、「P65-68  

非財務データ(KPI／目標／実績)」をご参照ください。

指標及び目標

取締役会

監督報告

報告

コンプライアンス・
リスク管理会議

サステナビリティ委員会

報告

監督　　　　　報告

経営戦略
本部

管理本部
エンジニア
事業本部

エンジニア
エージェンシー

事業本部

能力開発
本部

《サステナビリティ推進体制》
デューディリジェンスの仕組みを構築し、テーマ別に管理

を行っております。

アルトナーにとっての重要度
高

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

高 8つのマテリアリティ

重要度

マテリアリティ
（重要課題）の
特定プロセス

課題の抽出
マテリアリティ候補となる項目は、各種国際基準やESGに関する外部評価、
ステークホルダーを含めた社会からの要請事項を分析し、31項目を抽出。

課題の優先順位付け
抽出した課題を、社内外のステークホルダーへのアンケートで当社への期待、要請などを分析し、

「ステークホルダーにとっての重要度」と「アルトナーにとっての重要度」の2軸で優先順位を選定。

重要課題の検証・決定
選定された優先的な課題をサステナビリティ委員会で内容を審議、
また妥当性を検証し、当社のマテリアリティ8項目を特定。

step1

step2

step3

Environmental
環境

❶ エネルギー効率の改善、使用量の削減
❷ 事業を通じた「カーボンニュートラル」
　への貢献

Social 
社会

❸ 雇用を通じた社会課題の解決
❹ 人権の尊重
❺ ダイバーシティ&インクルージョンの推進
❻ 人財の育成と確保

Governance 
ガバナンス

❼ コーポレート・ガバナンスの強化
❽ コンプライアンス経営の推進

（関連するESG課題）

当社のマテリアリティ
（ 重 要 課 題 ）は 、右
記のプロセスで決定
しております。
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サステナビリティマネジメント／マテリアリティ（重要課題）
サステナビリティ
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カテゴリ ID 項目 関連するSDGｓ 選定理由 リスク 機会 KPI 目標 取り組み

Environmental
環境

1 エネルギー効率の改善、
使用量の削減

事業所の電力・資源使用量削減をすることは企業の社会的責
任であるとともに、省エネ対策はコスト削減と環境保全に直
結する。温室効果ガス削減は社会的要請でもあり、積極的な
取り組みはステークホルダーからの信頼獲得ならびに適正
な企業価値評価につながる。

・対応が遅れた場合のレ
ピュテーション低下、技
術の陳腐化

・気候変動による異常気
象・自然災害リスクの
増大

・環境規制強化などによ
るコスト増加

・脱炭素社会・循環型社
会への対応ニーズ拡大
による関連技術者派遣
需要の増加

・ESG投資家からの資金
調達の拡大

GHG(温室効果ガス)排出量
(scope1+scope2)

実質ゼロ
【2050年度】 事業所の照明・空調・PC節電、LED化など省エネ

推進／電力使用量・CO2排出量の定期測定と削
減目標設定／レンタカーのEV等低炭素車への
切り替え／再生可能エネルギー導入検討／ペー
パーレス化・コピー用紙使用量削減

GHG(温室効果ガス)排出量
(scope3)

実質ゼロ
【2050年度】

エネルギー使用量(原油換算) 継続的に削減

2
事業を通じた

「カーボンニュートラル」
への貢献

中期経営計画（’26年1月期～’30年1月期）において事業活動
の柱に「カーボンニュートラル」を据え、電気自動車（EV）や
燃料電池自動車（FCV）、半導体関連等の分野でエンジニア
の採用・教育に加え、技術開発プロジェクトへの参画を強化
することで、企業価値創造に直結する成長機会が得られる。

配属中の技術者における
「カーボンニュートラル」
プロジェクトの
技術者の構成比

50.0%

EV・FCV・半導体関連分野技術者の採用・教育
強化／カーボンニュートラル関連プロジェクト
へのエンジニア派遣拡大／社内研修や情報発
信による啓発活動／TCFD提言への賛同・情報
開示

Social 
社会

3 雇用を通じた
社会課題の解決

エンジニアサポートカンパニーとして、様々な専門的知見を有
したエンジニアの提供を通じた雇用創出は、当社のコア・ビジ
ネスであり、少子高齢化による労働力不足や地方創生への貢
献が求められる。

・人財獲得市場の競争激
化とコスト増加

・人財の質及び労働生産
性の低下

・人権問題発生に伴うレ
ピュテーション低下

・優秀な人財の獲得機会
増加

・多様性によるイノベー
ション創出

・従業員のモチベーショ
ン向上

・持続可能な社会の実現
に寄与

新卒・キャリア採用における
「カーボンニュートラル」
採用対象の構成比

55.0%

女性・若手技術者採用強化／転職支援制度によ
るキャリア支援離職率(技術系)

※定年、転職支援による
離職を除く

10.0%未満

4 人権の尊重

人権を尊重することが企業として果たすべき社会的責任であ
ることを認識し、人権方針を策定しており、エンジニア派遣企
業として従業員や派遣先での人権・労働環境の保護は不可欠
である。人権侵害の発生は信頼失墜リスクとなるため、差別
やハラスメント対策等の徹底が重要である。

深刻な人権問題の件数 0件
人権・ハラスメント研修／人権及び腐敗防止に
関するコンプライアンス違反・相談を受け付ける
窓口の設置・運用／調達先を対象にした人権に
関する取り組み状況調査

差別事例の件数 0件

ハラスメントに関する
研修の受講率

100.0%

5 ダイバーシティ&
インクルージョンの推進

女性・障がい者・外国人など多様な人財の活躍は社会的要請
であり、企業競争力向上に資する。政府の女性活躍推進政策
等も踏まえ、多様性推進は人財確保とイノベーション機会と
なる。

女性社員(技術系)の割合 10.0％以上

ダイバーシティ推進室設置／ダイバーシティ研
修・LGBTQ+勉強会の実施／女性役職者数の増
加や育児休業・看護休暇の取得率の向上

外国人財の比率 継続的に採用

障がい者雇用率 法定雇用率

6 人財の育成と確保

少子高齢化及び製造業の設計開発の活発化によるエンジニ
ア不足が深刻化する中、人財の育成と確保は競争優位の源
泉である。社内研修・資格取得支援を充実し、従業員の能力
開発と働きやすさ向上を図り、技術力を社会に還元していく
ことは優秀人財の獲得競争にも直結する。

従業員(技術系)1人当たりの
年間平均研修時間

例年同水準 「能力開発セミナー」「キャリアサポート講座」「管理職
者研修」など教育・研修によるスキルアップ支援／新
入社員研修によるキャリア形成のサポート／資格取
得支援／会社説明会・面接等をWebや対面で実施／
定期的な大学等及び内定者に細かいフォロー／内定
者懇親会等の開催

従業員(技術系)1人当たりの
年間平均研修費用

例年同水準

離職率(技術系)
※定年、転職支援による離職を除く

10.0%未満

Governance 
ガバナンス

7 コーポレート・ガバナンス
の強化 ー

透明で公正な企業統治体制の確立は企業としての社会的責
任であり、外部ステークホルダーからの信頼を支える基盤で
ある。透明性向上・迅速化と内部統制強化により、不祥事抑止
と安定経営基盤の確立を図る。 ・法令違反や社会規範を

逸脱した企業行動によ
る社会的信頼の失墜及
び企業価値の毀損

・資金調達コストの増大

・意思決定の透明性の向
上や変化への適切な対
応による安定的な経営
基盤の確立

・多 様 なステークホル
ダーとの関係強化

・ESG投資家からの資金
調達の拡大

独立社外取締役の選任比率 1/3以上
独立社外取締役選任と各委員会設置／取締役
会・委員会の開催／内部統制・リスク管理体制の
整備／情報開示（IR・株主総会）指名・報酬委員会における

社外取締役の比率
過半数

8 コンプライアンス経営
の推進

法令遵守と情報セキュリティの徹底は企業信頼の基盤であ
る。コンプライアンス違反は社会的信頼失墜や法的制裁のリ
スクにつながるため、全社徹底が不可欠である。

重大なコンプライアンス違反の
件数

0件
コンプライアンス・情報セキュリティ研修／内部
通報窓口・監査制度の運用／反社会的勢力の排
除・暴力団対策重大な情報セキュリティ事故の

件数
0件

国連加盟国により2015年9月、持続可能な開発目標（SDGs）が採択された。あらゆる形態の貧困
に終止符を打ち、不平等と闘い、気候変動に対処しながら、誰一人取り残されないようにするため、
17の目標を掲げ2030年までの達成を目指す。当社は、事業を通じて社会課題の解決に貢献し、世界が目標に掲げる「持続可能な開発目標（SDGs）」の

達成を目指します。

関連するSDGs、リスク、機会、KPI、目標、取り組み
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当社は、金融安定理事会（FSB）の気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）が公表した提言に沿った
形で、情報開示を行っています。

近年、地球規模で社会環境が変化し、気候関連財務情報

開示タスクフォース（TCFD）の提言に基づく取り組みな

ど社会的課題への対応が重要な経営課題となっており

ます。当社は気候変動への対応を重要課題として位置づ

け、中期経営計画（’26年1月期～’30年1月期）において事

業活動の柱に「カーボンニュートラル」を据えております。

「カーボンニュートラル」に関連する電気自動車（EV）、

燃料電池自動車（FCV）、自動運転、半導体関連を戦略重

点マーケットと位置づけ、そのための採用・教育・営業に

注力してまいります。そしてこれらの「カーボンニュート

ラル」に関連する技術開発プロジェクトに当社のエンジ

ニアが参画することで、開発の進展や市場での普及を支

え、「カーボンニュートラル」の実現に貢献してまいりま

す。当社は、2022年7月に気候関連財務情報開示タスク

フォース（TCFD）提言への賛同を表明しました。持続可

能な社会を目指し、TCFDが公表した提言に沿った形で

情報開示を行ってまいります。

当社では、気候変動問題を重要課題として位置づけてい

るため、気候変動を含むサステナビリティ関連の課題を

議論する専門委員会としてサステナビリティ委員会を設

置しました。本委員会は取締役会の直下に設置され、検

討した事項を取締役会に報告・付議し、取締役会で審議・

決定をし、協議した内容は外部に開示するとともに、会社

の経営方針や各種施策に反映してまいります。

本委員会は代表取締役社長を議長とし、取締役（監査等

委員である取締役を除く。）、監査等委員である取締役、

本部長・部長を主な構成員として、年4回開催しておりま

す。本委員会により、気候変動を含んだサステナビリティ

に関する課題・取り組み等の推進・進捗管理を行っており

ます。

また、本委員会で審議された内容は取締役会に報告さ

れ、取締役会にて気候変動に関する重要なリスク・機会に

ついて審議・決議を行い、対応の指示及びその進捗に対

する監督を行っております。

基本方針

ガバナンス

当社では、シナリオ分析実施に際して、気候変動に関する重要リスク・重要機会の洗い出しと、それらが及ぼす影響の定性評価を行っております。当
社のメイン事業であるエンジニア派遣領域を対象とし、2つのシナリオ（4℃シナリオと1.5℃シナリオ及び2℃シナリオを併用）を用い、2030年時点
での影響を考察しました。リスク・機会を抽出し、事業活動に与える影響度を「大」「中」「小」の3段階で評価しています。
また、気候変動が事業に与える財務的影響については、当社は国内エンジニア派遣業務を主体としており、生産設備等を保有する必要がないこと
から、気候変動によるリスクは少ないと認識しております。

＜時間軸＞　短期 ： 現在～3年以内に顕在化　　中期 ： 3～10年以内に顕在化　　長期 ： 10年以上先に顕在化
＜評　価＞　財務的影響を基に記載　大 ： 明らかに大きい　　中 ： 影響の大きさが不明　　小 ： 明らかに小さい　　− ： 影響なしと想定　

シナリオ分析結果まとめ（リスク・機会）

リスク項目 事業インパクト 　事業インパクト 対応策

大分類 中分類 小分類 考察：リスク
評
価

考察：機会
評
価

現在の
取り組み

リスクの
対応例

機会獲得に
向けた
対応例

移行

1.5
及び
2℃

シナリオ

技 術
低炭素
技術の
進展

当社の主要顧客は自動車業界であり、低炭素
技術に関する製品の開発に関わる技術者の
提供が求められる。それらの技術に対し、同
業他社より対応が遅れた場合、当社技術者の
技術が陳腐であると見なされ、派遣技術者需
要が縮小し売上が減少する可能性がある。
新しい技術の取入れが必要になる場合、情
報収集や研修への支出が増加する可能性
がある。

大

低炭素社会が推進され、低炭素技術を用
いた製品の需要が増加する可能性がある。
その場合に既存の顧客企業への技術者派遣
需要が増加し、新たに派遣先企業が増加する
ことで売上が増加する可能性がある。

大

中期
経営計画で
開示済み

EV等低炭素自
動車、省エネ・再
エネ機器など低
炭素製品の開発
需要の取り込み

市 場　
重要製品

の
需要変化

当社の主要顧客は自動車業界であり、低炭素
技術に関する製品の開発に関わる技術者の
提供が求められる。それらの技術に対し、同
業他社より対応が遅れた場合、当社技術者の
技術が陳腐であると見なされ派遣技術者需
要が縮小し売上が減少する可能性がある。
新しい技術の取入れが必要になる場合、情
報収集や研修への支出が増加する可能性
がある。

中

当社は自動車業界が主要顧客であるため、
ZEV化対応に関わる設計・開発工程に携わ
る技術者を積極的に集めることで派遣需要
が大きくなり、売上が増加する可能性がある。
低炭素技術の進展により、低炭素化のための
技術の発達スピードの加速、クライアントから
の依頼増加に対応するため、採用・教育体制
の強化を行いサービスを充実させることで
売上増加につながる可能性がある。異常気
象が増加し、外気温が更に上昇または低下
することで空調製品など季節性の製品への
需要が増した場合、空調機器メーカーの開
発需要が増え、派遣者需要拡大により売上
が増加する可能性がある。

大

中期
経営計画で
開示済み

評 判

顧客の
評判変化

サプライチェーン全体での脱炭素の機運が
高まっており、取引先の企業に対しても、排出
量の削減や情報開示などの取り組みを求め
られることがある。特に当社の主要取引先で
ある自動車業界ではこの取り組みは進んでい
るため、取り組みが不十分であると見なされ
た場合、当社への評判が低下し、売上の減少
につながるリスクがある。また、これらに対応
するための費用が負担となる可能性がある。

大

自動車業界のサプライチェーン全体で、排出
量を削減する動きがあるため、気候変動への
取り組みが先進的な企業であると認知され
ることによって、売上の増加につながる可能
性がある。

大

中期
経営計画で
開示済み

低 炭 素 技 術 者
派遣による顧客
の 低 炭 素 製 品
開発に貢献
低 炭 素 技 術 の
強化による新規
派 遣 先 企 業 の
獲得

従業員の
評判変化

ー ー

環境への取り組みや低炭素技術関連の派
遣実績が求職者に評価された場合、企業イ
メージが向上し他社よりも人財採用が優
位に進む可能性がある。

大 ー ー

投資家の
評判変化

脱炭素の潮流により、投資家に対しても投
資先企業の判断要件に脱炭素への取り組み
や、GHG排出量などを組み入れることを求め
られ対応コストが生じる可能性がある。

中

投 資 判 断 要 件 に 環 境 へ の 取り組 み や 、
GHG排出量などの重要度が増し、環境へ
の取り組みが先進的であると投資家に判
断された場合、株価の上昇や、投資資金の
流入の可能性がある。

中
短期
～

長期
ー

物理

4℃
シナリオ

急 性

異常気象の
激甚化
台風
豪雨
土砂

高潮等

自然災害増加による顧客企業の被災による
稼働停止等の悪影響を受ける場合、研究開
発削減に伴う技術者需要縮小により売上減
少につながる可能性がある。自社のオフィス・
研修施設が被災した場合に対策や移転コスト
がかかる可能性がある。

大 ー ー
防災

マニュアル

自然災害
の発生を
想定した
B C P の
策定

ー

慢 性
平均気温の

上昇

平均気温が上昇することで冷房使用時間が
長くなり、事業所や研修施設全てにおいて
コストが増加する可能性がある。

小

外気温の上昇に伴い、室内温度を安全かつ
快適にするニーズが高まる場合、空調機器
メーカーの開発需要が高まり、当社の派遣
人財の需要が増え売上増加につながる可能
性がある。

中

中期経営計画
で開示済み

ー

空調製品
の開発需
要拡大へ
の対応

主要顧客の
自動車業界等
に対して参画

主要顧客の
自動車業界等
に対して参画

主要顧客の
自動車業界等
に対して参画

主要顧客の
自動車業界等
に対して参画

地球規模で社会環境が変化していく中、TCFDの提言に

基づく取り組みなど、社会的要請への対応が重要な経営

課題と捉えております。当社は事業活動の柱に「カーボン

ニュートラル」を据えて、採用・教育・営業の社内体制を構

築してまいります。

当社では、コンプライアンス・リスク管理会議において気

候変動を含む様々なリスクから対応すべきリスクを特定

し、リスク対応の優先度を定めた上で、継続的に進捗管

理を行っております。検討内容は取締役会に報告・付議

し、取締役会で審議・決定を行っております。

戦略

リスク管理

当社では以下のとおり、GHG（温室効果ガス）排出量の算

定を行っております。

2050年度目標として、GHG（温室効果ガス）排出量の実

質ゼロを目指しております。

指標及び目標

主な内容
目標 実績
2050
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

レンタカー使用に
よる燃料使用

実質
ゼロ

26.1 18.0 11.4 7.5 20.9 22.1

各拠点での
電力使用

82.5 79.3 79.9 91.2 133.2 119.8

計 108.6 97.3 91.3 98.7 154.1 141.9

主な内容
目標 実績
2050
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

購入した製品・サービス、
従業員の通勤・出張

などの活動

実質
ゼロ

− − 1,002.8 1,147.7 1,471.8 1,780.4

単位: tCO2

単位: tCO2

GHG(温室効果ガス) 排出量(scope1+scope2)

GHG(温室効果ガス)排出量(scope3)

scope 1

scope 3

scope 2
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気候変動（TCFD提言に基づく情報開示）
サステナビリティ
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当社は、経営理念に「エンジニアサポートカンパニー 私

達は技術者の夢をサポートします」、パーパスに「日本が

世界に誇る財産であるエンジニアの成長、自己実現をサ

ポートする。」と定めているとおり、エンジニアのために何

ができるのかを常に追求しながら、エンジニアの成長の

ために存在する企業体として事業を推進してきました。エ

ンジニア本人の価値を創造することが、ひいてはアルト

ナーとしての価値創造につながると考えております。その

ような当社にとって最大の経営資本は人財であり、人財

の育成と組織づくりこそが当社の成長に欠かせない重要

領域だと考えております。

育成と確保等、重要事項の審議を行っております。

基本方針

中期経営計画と連動した人財施策

当社は、人的資本の価値の最大化に向けてサステナビリ

ティ委員会を設置しております。本委員会は代表取締役社

長を議長とし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）、

監査等委員である取締役、本部長・部長を主な構成員とし

て、年4回開催しております。本委員会により、人的資本に

関する課題・取り組み等の推進・進捗管理を行っておりま

す。健康施策については、管理本部担当取締役を統括責任

者とし、健康経営推進事務局を管理本部（総務・人事Ｇ）と

して、各種施策の企画・運営推進に取り組みます。取締役

会が労働安全衛生を含むサステナビリティを監督し、人権

の尊重、ダイバーシティ＆インクルージョンの推進、人財の

ガバナンス

当社では、コンプライアンス・リスク管理会議において人

的資本に関連するリスクと機会を特定し、進捗を管理し

ております。

リスク管理

人財施策と企業価値の関連
サステナビリティ

当社が推奨する資格を保有している従業員に対し、規定

に応じて手当を支給するとともに、当該資格の受験費用

を会社が全額負担する「資格取得援助制度」によって、エ

ンジニアのスキルアップを支援しています。

資格取得援助制度

多種多様な研修・支援制度等を設け、従業員のスキル

アップやキャリア形成を支援しています。

研修・支援制度

「実践力を身につける」をコンセプトに、技術スキルを基

礎から実践まで幅広く身につけられる新入社員研修を

実施し、エンジニア一人一人のキャリア形成をサポート

しています。

従業員のエンジニアとしてのスキルアップに向けて、「能

力開発セミナー」「キャリアサポート講座」「管理職者研

修」など教育・研修の充実を図っています。

キャリア形成をサポートする新入社員研修

教育・研修の実施による従業員のスキルアップ支援

人財育成に関する方針

基本方針

C
om

m
un

ic
at

io
nExpertise Skill

ヨコ軸の教育

タ
テ
軸
の
教
育

専門知識や
業務スキルを広げる

教養やコミュニケーション
能力を深める

当社では、ヨコ軸に専門知識と業務スキル、タテ軸に教養

とコミュニケーション能力を設定した独自の教育システム

「Ｔ字型スペシャリスト教育システム」により、エンジニア

一人一人のスキルアップ体制を構築し、新入社員や未経

験者の最先端プロジェクトへの早期参画、成長産業分野

へのキャリアシフトの実現に努めてまいります。

知識やスキルの習得だけでなく、全員に自信と実践力を

身につけてもらうことがアルトナーの教育・研修のコンセ

プトです。

「日本が世界に誇る財産であるエンジニアの成長、自己実

現をサポートする。」をパーパスに定める当社にとって、人

財の育成は当社の根幹でもあります。多種多様な研修・支

援制度等を設け、イノベーションを実現する人財の育成と

従業員のスキルアップやキャリア形成を支援しています。

T字型スペシャリスト教育システム

教育・研修ポリシー

人財育成人的資本

当社は外部環境変化や社会の課
題に対応して、持続的成長および
次世代成長の基盤構築を進める
ことを実現するために中期経営計
画(’26年1月期～’30年1月期)の

「基本施策②多種多様な人財活
用の推進」を経営戦略とし、中長
期的な視点で人財関連の施策を
実施しています。

人的資本経営 基本方針

健康経営宣言

当社にとって最大の経営資本は人財であり、人財の育成と組織づくりこそが当社の成長に
欠かせない重要領域だと考えております。

従業員が健康で安心して業務に取り組めることが、
「全従業員の幸福と会社の反映」につながると考えます。

プレゼンティーイズム
健康問題による
出勤時の生産性低下

アブセンティーイズム
健康問題による欠勤

女性社員(技術系)
の割合

10％以上

離職率(技術系)
＊定年、転職支援による
　離職を除く

10％未満

● 女性エンジニアの業務、育休取得など
動画WebページにてPR。

● 保健師によるメンタルヘルス等のオンライン
セミナーの実施。オフィス環境の整備。
職場コミュニケーションの促進。

● 良い仕事、良い教育環境を提供。
● キャリアパス、スキルアッププランを用意。

● 定期健康診断受診後の再検査案内。
健康・メンタル面のセルフケアとリテラシー
向上の研修。管理者向けのラインケア研修。

・ 事業環境の変化に対応するための

戦略的な請負・受託シフト

・ シニア・女性・外国人労働者（留学生）

の人財活用

・ 協力会社の活用・組織化

多種多様な
人財活用の推進2

〈基本施策〉

日本が世界に誇る財産であるエンジニアの成長、自己実現

をサポートし、エンジニア本人の価値を創造することが、

当社の価値創造につながるものと考えております。当社

は、エンジニアを当社の財産としてだけではなく日本の共

有財産と捉え、「人財育成に関する方針」の下、エンジニア

の成長・自己実現をサポートするプラットフォームとして、

エンジニアを育んでまいります。そして人財の流動化やダ

イバーシティなど、労働を取り巻く環境、働く意識が急速

に変化する中、エンジニアの働く幸福を追求し、“エンジニ

アの生き方”の新しいモデルの創出を図ってまいります。

また、スタッフ職についても、サステナビリティ基本方針

において「全従業員の幸福（しあわせ）」と定めているとお

り、やりがいを持って働ける職場環境を整備し、一人一人

の成長と自己実現をサポートしてまいります。

※人的資本のKPI、目標、実績に関しては、「P65-68  非財務データ(KPI
／目標／実績)」をご参照ください。

戦略
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当社に正社員として入社したエンジニアは、教育・研修を経て適性に応じたグループに所属し、顧客企業に配属されます。その後、

「定年まで現場での勤務」「エキスパート」「研修担当」「管理職」など、複数のキャリアパスを選択できるほか、定年後の継続雇用制

度や転職支援制度も整備し、エンジニア本人の希望と、配属先の顧客企業からの要望が一致した場合には、転職を支援する仕組み

も備えており、従業員が安心して働ける環境づくりに努めております。

当社は、従業員一人一人のエンゲージメント向上が個人と会社双方の成長につながると考え、持続的な成長を測る指標の1つとし

て、パーパスや組織文化への共感、仕事への熱意を示す「従業員エンゲージメント」を掲げ、その向上に向けた取り組みを推進して

います。

当社は、スキルアップやキャリア形成を支援することで、組織全体のエンゲージメント向上と事業の成長を図ることを目指しています。研修

に加え、営業担当者が定期的にエンジニアを訪問、またはオンライン面談を実施することで、密なコミュニケーションを図ってまいります。

当社は、従業員と当社が目指す姿とのギャップを可視化し、職場環境の継続的な改善につなげることを目的として、2025年度に続

き、2026年度も従業員エンゲージメント調査を実施しました。2026年度のエンゲージメントスコアは74.2％となり、前年度比0.2

ポイントの上昇となりました。調査の結果、処遇・働き方・職場環境の改善、人財育成及びキャリア支援の継続・強化、ならびに部門

間連携や社内コミュニケーションの向上が重点課題として明確になりました。これらの課題に対し、従業員の声を踏まえた具体的

な施策の検討を進めていきます。今後も、調査結果の分析と改善施策の実行を通じて、従業員一人一人が働きがいを実感し、持続

的に活躍できる職場環境の実現に取り組んでいきます。

当社は、従業員エンゲージメント調査の結果を踏まえ、エンゲージメントスコアの向上に向けた各種施策を推進しています。研修動

画コンテンツの拡充や2年目・3年目研修を通じて、従業員の継続的なスキルアップと若手エンジニアのキャリア形成を支援してい

ます。また、社内報、タウンホールミーティング、入社式後の歓迎会等を通じて、従業員同士及び経営層とのコミュニケーションを促

進し、孤立感の軽減や帰属意識の醸成につなげています。これらの取り組みを通じて、従業員一人一人が成長を実感し、意欲高く

働ける組織づくりを進めています。

多様な働き方に合わせたキャリアパス

教育・研修を通じた従業員のスキルアップ支援

従業員エンゲージメントスコア

従業員エンゲージメントスコア向上に向けた取り組み

当社は、従業員の健康とエンゲージメントの維持・向上をWell-beingの基盤と位置づけ、これを土台にダイ
バーシティ＆インクルージョンを推進することで、価値観の多様性を生み出し、全従業員の幸福と会社の
反映を目指してまいります。

配 属教育・研修 定 年 継続雇用制度入 社

転 職

管理職

研修担当

エキスパートハイバリュー
グループ

プロダクトバリュー
グループ

ワイドバリュー
グループ

転職支援制度

従業員エンゲージメント

Well-beingの基盤

Well-beingの向上

従業員の健康とエンゲージメントの維持・向上

全従業員の幸福と
会社の反映

ダイバーシティ＆インクルージョン
中期経営計画 基本施策

「②多種多様な
人財活用の推進」

離職率の改善

生産性向上

2025年度 2026年度

エンゲージメントスコア 74.0% 74.2%

① 教育・研修による成長実感の提供

・ 研修動画の拡充（出席できなかった研修を視聴できる）
   従業員のスキルアップ支援
・ 2年目、3年目研修
  若手エンジニアが自身の成長とキャリアを見つめ直す機会になる

② 密なコミュニケーション設計（孤立感・帰属意識の低下への対策）

・ 社内報
・ タウンホールミーティング

・ ２年目、３年目研修
・ 入社式後の歓迎会（新入社員対象）

外部講師より、年10回程、あらゆるテーマを題材に技術情報を提供
していただき、人間的成長を目指します。
特に実務経験者にとっては、経験を有効に活かそうとしたときの判
断基準を養う場となります。

様々な分野から講師を招き開催。特定の技術分野に限らず、
幅広い知識を習得、人間力を育成。

能力開発セミナー

実際にメーカーのプロジェクトに参画している社員が、技術やニー
ズの高い製品を題材にチーム単位でOJT/OFF-JTを問わず研修を
行っております。

配属先メーカーの要望スキルに対応するため、
業務・キャリアに沿った講座を階層別に実施。

キャリアサポート講座
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サステナビリティ

ウェルビーイング（Well-being）
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当社は、経営理念である「エンジニアサポートカンパ

ニー」に基づき、従業員が健康で安心して業務に取り組め

ることが、全従業員の「幸福」と会社の「反映」につながる

と考えます。

「人づくり」「全従業員の幸福」をテーマに、従業員一人一

人の心と体が健康で、イキイキと仕事ができる職場環境

づくりに取り組むことを宣言します。

健康経営宣言

管理本部担当取締役を統括責任者とし、健康経営推進事

務局を管理本部（総務・人事G）として、各種施策の企画・

運営推進に取り組みます。

また、推進にあたっては、「安全衛生委員会」「産業医」「健

康保険組合」と連携し、サステナビリティ委員会にて進捗

等を報告します。

組織体制

メンタルヘルス疾患の予防と早期発見のため、専属のカ

ウンセラーによる従業員のメンタルヘルスケアを実施し、

従業員の心身の健康をサポートしています。

当社は、入社時及び配属時に安全衛生教育を行い、事故

の未然防止、リスク低減に努めております。

従業員のメンタルヘルスケア

労働関連の危険性に関するリスクについて

当社は、従業員の労働安全衛生に配慮することで、全従

業員が安全で安心して働ける組織づくりと企業価値の向

上に取り組みます。

また当社は、従業員が健康で安心して業務に取り組める

ことが、全従業員の「幸福」と会社の「反映」につながると

考え、従業員の健康管理・健康増進に向けた取り組みを

推進しております。

労働安全衛生

当社では、多様な人財を活かし、能力が最大限発揮される

機会を提供することが、イノベーションを生み出し、価値

創造につながると考えております。そのため、ダイバーシ

ティ研修やLGBTQ+勉強会の実施、社員の理解促進の活

動などを行い、社内風土の醸成に努めております。

多様性、LGBTQ+に関する取り組み

2011年9月、障がいのある方々を中心とする1つの部門と

して「ダイバーシティ推進室」（現ダイバーシティチーム）

を設立。障がい者雇用を進めるとともに、働きがいのある

職場づくりを推進しております。

ダイバーシティ推進室の設置

障がい者を積極的に雇用しています。 2018年には、障が

い者の雇用や就労支援に積極的に取り組む企業を大阪

府が認定する「大阪府障がい者サポートカンパニー」に優

良企業として登録されました。

障がい者の積極的な雇用
女性が活躍でき、また従業員が仕事と生活の調和を図り

ながら働ける雇用環境の整備を行うため、女性活躍推進

法及び次世代育成支援対策推進法に基づき、 一般事業

主行動計画を策定し、女性役職者数の増加や育児休業・

看護休暇の取得率の向上などに努めております。

基礎研修終了後、留学生の方を対象に実施しています。

それぞれの日本語レベルに応じて、日本企業における文

化やマナー、日本語の表現や文法などを幅広く学びます。

メール作成や業務の会話など、実践的な日本語コミュニ

ケーション力を身につけることを目的としています。

女性の活躍を促進する雇用環境の整備

外国人財への日本語研修

サステナビリティ

健康経営・安全衛生 ダイバーシティ＆インクルージョン

男性も育児に積極的に参画できるように、当社では、女
性も男性も育児休業の制度活用を推奨しています。今
回は、実際に育休を取得した男性社員と、取得をサポー
トした上司の対談を実施しました。

介護は、誰にでも起こり得るものです。当社では、法令に基
づいた「介護休業」及び「介護休暇」を整備し、状況に応じて
選択できる体制を整えています。さらに短時間勤務制度も設
け、仕事と介護の両立を支えています。2024年5月の法改正
も踏まえ、常に最新の法令に基づいた運用を行っています。
社内イントラネットでの規程公開やガイドブックの作成、
メール案内、コンプライアンス研修を通じて周知を徹底して
います。制度を「形だけ」にしない情報提供が、いざというと
きの利用しやすさにつながると考えています。

育休を取得した男性社員×
取得をサポートした上司の　 
オンライン対談

仕事と介護を両立するために。
アルトナーの介護休業・介護休暇制度

各種研修を実施

管理職、営業・採用・研修スタッフを対象に臨床

心理士によるラインケア研修を実施。 メンタル

不調への気づきとそのケアについて理解を深め

ることで、今後も引き続き従業員へのメンタルヘ

ルスサポートに取り組んでまいります。

プレゼンティーイズム※の主な原因となっている

メンタルヘルス、睡眠不足、眼精疲労の内容につ

いて、保健師による研修を実施。

この研修を参考にセルフケアに取り組み、生活

習慣の見直しや健康保持増進につながることを

期待しています。

エンジニア向けには、能力開発セミナーにてAI

時代の設計者像や新規事業開発力の強化に関

する講座を実施。管理系社員向けには、生成AI

の基礎理解とCopilot活用をテーマとした研修

を実施。全社的なAI・DX時代に対応した人財育

成に取り組んでいます。

※ラインケアとは 企業などの職場のメンタルヘルス対策に
おいて、部長・課長などの管理監督者が、直属の部下にあ
たる労働者へ個別の指導・相談や職場環境改善を行う取
り組みのこと

※プレゼンティーイズム：欠勤には至っておらず勤怠管理上
は表に出てこないが、健康問題が理由で生産性が低下して
いる状態

臨床心理士によるラインケア※研修

プレゼンティーイズム解消に向けた研修

生成AIに関する研修

当社は、60歳以降も本人の希望により「継続雇用制度」の

利用が可能です。我が国の急激な高齢化に適応して、意

欲のある高齢者がいつまでも活躍できる土壌づくりを目

指すため、60歳の定年を迎えた後も、設計開発の現場で

仕事を続けたい意向を持つエンジニアに対して、継続雇

用を行う制度を設けております。

シニア人財の活用

 妻が安定期に入り社内へ報告したところ、上司や同僚から「育
休は取らないの？」と声をかけてもらい、制度や手当について
調べたことがきっかけで育休の取得を決めました。「3か月間
の育休を取得したい」と伝えた際、上司は「もっと長く取らなく
ていいの？」と言ってくださり、本当にありがたかったです。

実際に制度を利用したエンジニアのコメント
母親の通院や入院への付き添い、施設への引っ越しの際に、年間
5日間の介護休暇を利用しました。過去に産休・育休を取得した
際に規程を確認していたため、申請は人事担当者と相談しなが
ら円滑に進められました。配属先や上司にも事前に説明していた
ので、休みづらさを感じることはありませんでした。有給休暇の
残日数を気にせず母親の介護ができたのは本当に助かり、気持
ちの面でも余裕が生まれました。制度をあらかじめ知っておくこ
とが、仕事と介護の両立を支える力になると感じています。

アルトナーには以前から育休制度が整っており、上司としても
安心して送り出せました。私自身も週2回ほど東日本から大阪
へ出張し、現場を支援しました。

まさに「大船に乗った気持ち」でした。手順書を作成し、1週間
かけて引き継ぎをしました。人事の方も丁寧に対応してくださ
り、「いい会社だな」と感じました。

健康経営推進最高責任者
管理本部担当取締役

健康経営推進事務局
管理本部 （総務・人事G）

安全衛生
委員会 産業医 健康経営推進

担当者

健康保険
組合

連携
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当社は、人財ビジネスを営む企業として、また国連グロー

バル・コンパクトに署名し、「国連グローバル・コンパクト

10原則」を支持する企業として、サプライチェーンにおけ

る人権尊重の重要性を認識しています。これまでも、サス

テナビリティ基本方針において「全従業員の幸福（しあわ

せ）」を掲げ、優先的に取り組むべき8つのマテリアリティ

（重要課題）の1つとして「人権の尊重」を位置づけ、人

権に関する取り組みを進めてきました。国連が支持する

人権リスク評価を通じて、当社の事業活動及びサプライ

チェーンにおいて人権への負の影響が生じる可能性及

び影響の重大性を踏まえ、優先的に対応すべき重要な人

権課題を特定しました。評価にあたっては、リスクが重大

な事業領域の特定、負の影響の発生過程の整理、当社と

の関わりの評価及び対応の優先順位付けを行いました。

その結果、派遣先におけるハラスメントや不当な指示・強

制、一人常駐による孤立と心理的安全性の低下、メンタ

ルヘルス不調、カスタマーハラスメント、評価・処遇等の

公正性、業務上の個人情報漏洩のほか、サプライチェー

ン上の児童労働・強制労働、紛争鉱物に関連する人権リ

スク、サプライヤーにおける人権尊重の確認・管理等を、

相対的に重要度の高い人権課題として特定しました。今

後は、特定した重要課題について、教育・啓発、相談窓口

及び苦情処理メカニズムの運用、派遣先・取引先との連

携、サプライチェーンマネジメント等を通じて、防止・軽減

策を推進してまいります。また、評価結果及び対策の実

当社は、人権デュー・ディリジェンスの仕組みを構築し、

人権に対する負の影響を特定するとともに、その防止及

び軽減を図っております。2024年度はお取引先を対象と

した基本姿勢、人権尊重、安全衛生に関するアンケート

調査の実施に加え、人権に関する取り組み状況の把握、

課題の整理及び3か年ロードマップの策定を行いました。

当該年度は、自社の事業活動及びサプライチェーンが人

権にもたらす負の影響を把握するために、人権リスク評

価を実施するとともに、優先課題の全体像を把握するた

めのリスクマップを作成しました。

また、人権を取り巻く状況は常に変化していることから、

最新の情報や人権基準の捕捉に継続して努めることで、

人権リスク低減に取り組んでいきます。

当社は、サプライチェーンを含めた事業活動における人権尊重を重要事項と認識しています。お取引先に対しては、当社の調達方針

を共有し、定期的なアンケート調査を通じて人権尊重の確認を行っています。調査結果に基づきリスクの把握・分析を行い、必要に

応じて改善要請を実施することで、適切なサプライチェーン管理に努めていきます。

当社は、人権に対する基本的な考え方を社員に浸透させ、人権意識を高めることを目的に、全社員を対象とした研修を継続的に実施しています。

「ビジネスと人権に関する指導原則（UNGP）」は、企業

の人権尊重責任を明確にしており、近年では事業継続

においても人権尊重の重要性が一層高まっています。こ

うした従前からの取り組みと社会的背景を踏まえ、当社

は2024年2月に「人権方針」を制定しました。今後は、同

方針を当社の事業活動に浸透させるとともに、サプライ

ヤー等に対しても働きかけ、人権尊重の取り組みを一層

推進してまいります。

当社は、人権及び腐敗防止に関するコンプライアンス違

反・相談を受け付ける窓口を設け、必要に応じて調査の

上、救済・是正に取り組んでおります。 通報においては、秘

密保持と個人情報保護を行い、通報を理由とする通報者

への不利益な取り扱いの禁止等について厳格に運用して

おります。

当該年度は、苦情処理メカニズムの実効性を一層高める

ため、チェックリストを用いた見直しを実施しました。見

直しにあたっては、制度の正当性、利用しやすさ、公平性、

透明性等の観点から、運用全体を確認し、改善が必要な

要素の洗い出しを行いました。

なお、当事業年度における人権に関する相談は0件でした。

今後も、相談者が安心して利用できる仕組みの整備と周

知に努めてまいります。

人権方針 人権リスク評価により特定した重要な人権課題

苦情処理メカニズム（内部通報に関する制度）

当社は人権を重要なサステナビリティ課題の1つと捉え、

サステナビリティ委員会を取締役会の直下に設置し、人

権を含めたサステナビリティに関する方針や目標、実行

計画の策定、目標に対する進捗管理や評価、個別施策の

審議等を行い、取締役会に対し報告を行っております。

人権推進体制

人権デュー・ディリジェンス

サプライチェーンマネジメント

取り組み

研修テーマ 内容

2025年 人権について
①人権とは
②企業が配慮すべき主要な人権リスクの概要
③企業による人権への取り組みの必要性と影響

④アルトナーの人権への取り組み
⑤アルトナー人権方針

2024年 人権について
①人権とは
②企業が配慮すべき主要な人権リスクの概要
③企業による人権への取り組みの必要性と影響

④アルトナーの人権への取り組み
⑤アルトナー人権方針

2023年 人権について

①人権とは
②企業による人権対応への注目の高まり
③企業が尊重すべき人権の主体（ライツホルダー）
④人権に関するリスク

⑤企業が尊重すべき人権の分野
⑥人権に関する取り組みの充実／
　不足が及ぼす主要な影響
⑦アルトナー人権方針

《人権研修》

人権啓発・教育
苦情処理メカニズムの構築

取締役会

監督報告

報告

コンプライアンス・
リスク管理会議

サステナビリティ委員会

報告

監督報告

経営戦略
本部

管理本部
エンジニア
事業本部

エンジニア
エージェンシー

事業本部

能力開発
本部

❹
実施状況及び
結果を追跡調査

❺
情報開示

❻ 是正措置

❸
負の影響を
防止・軽減

❷
ビジネス上の関係
における負の影響
を特定・評価❶

人権方針の策定
ロードマップの

策定

ステーク
ホルダー
との対話

人権方針（概要)

調達方針

1.	 人権に対する基本的な考え方
2.	 本方針が準拠する人権に関する主な国際的規範
3.	 適用範囲
4.	 事業活動における人権尊重への取り組み
5.	 ガバナンス

・ 社会の責任ある一員として法令を遵守するとともに社会正
義と基本的人権を尊重する。

・ 対等・公正な取引関係を構築し、最良・最適な資源を
調達する。

・ 公正な取引を行うとともに、顧客の立場に立って行動する。

	6.	 人権デュー・ディリジェンス
	7.	 是正・救済
	8.	 教育・研修
	9.	 情報開示
	10.	 ステークホルダーとの対話・協議

・ 価格、品質、安全性及び環境の全ての面で価値のある
製品を提供することにより、顧客の ニーズに応える。

・ 環境に配慮した製品の使用に努める。
・ 文書・情報の適切な管理に努める｡
・ 守秘すべき情報は厳重に管理する｡

人権方針の詳細　https://www.artner.co.jp/sustainability/social/human-rights/

効性を定期的に見直し、人権尊重の取り組みの実効性

向上を図ってまいります。 イ
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ステークホルダー 考え方 エンゲージメント内容 頻度 提供価値

顧客企業

信頼に応え、より高い技術開発力を
目指す技術者集団として、各業界で
の顧客企業と対話を重ね、“テクニカ
ルパートナー”として共に成長してま
いります。

•統合報告書、IRレポート、
公式Webサイトを通じた
情報提供

•顧客との対話、ヒアリング
•人財の教育、研修
•転職支援制度

定期的
随時

・高付加価値の
技術者の配属

お取引先
公平・公正な取引を通じて、相互の
信頼に基づく良好なパートナーシッ
プの構築を目指してまいります。

•統合報告書、IRレポート、
公式Webサイトを通じた
情報提供

•Web会議ツールを活用した対話
•エネルギー効率の改善、
使用量の削減

•事業を通じた
「カーボンニュートラル」への貢献

定期的
随時 ・価値共創

従業員

当社にとって最大の経営資本は人財
であり、人財の育成と組織づくりこ
そが当社の成長に欠かせない重要
領域だと考え、全従業員の幸福と会
社の反映を目指してまいります。

•各種研修・セミナーを通じた
能力開発機会の提供

•従業員持株会
•健康経営
•メンタルヘルスケア
•労働組合
•懇親会 
•様々な給与体系
•エリア限定制度
•社内公募制度
•転職支援制度

定期的
随時

・全従業員の幸
福と会社の反
映

・雇用の維持

株主

当社は、長期安定的な株主価値向上
を経営の最重要課題と位置づけて
おり、事業の発展及び収益性を確保
するとともに、誠実かつ公正な情報
開示と、積極的なコミュニケーショ
ンにより、信頼関係の構築を目指し
てまいります。

•株主総会
•アナリスト・機関投資家向け説明会
•個人投資家向け説明会
•統合報告書、IRレポート、
公式Webサイトを通じた
情報提供

•ワンオンワンミーティング
•問い合わせフォーム、電話

定期的
随時

・サステナブル
な成長

・利益の還元

当社はステークホルダーの皆様との対話を通じ、期待や要請を事業戦略や活動に組み込むことが、持続可能な企業経営を進める

上で重要だと考えています。コミュニケーションの機会を充実させながら、ステークホルダーの皆様の視点をより深く経営に反映さ

せることに努めてまいります。

大学が保有する高度な技術とアルトナーの持つ実践的な技術を組み合わせ、産学連携を発展させています。

ステークホルダーエンゲージメント 産学連携

顧客企業

アルトナー

お取引先

従業員 株主

世界83か国への食料支援、30か国以上への
学校給食支援などを通じて、貧困に苦しむ子
どもたちを飢えから救い、健全な発育を助け
ると同時に、就学率の向上と教育機会の拡
大に取り組んでいる国連WFP（国際連合世
界食糧計画）の活動に賛同し、寄付を実施し
ています。

当社は、環境省が推進する「プラスチック・スマート」キャンペーンに賛同し、「アルト
ナー プラスチック・スマート宣言」に基づいた取り組みを同キャンペーン公式サイト
へ登録しました。当社では、SDGs目標14「海の豊かさを守ろう」の達成に向け、 「プ
ラスチック・スマート宣言」を制定し、全社でReduce(リデュース)、Reuse(リユー
ス)、Recycle(リサイクル)の3Rを意識した行動を推進しております。また、全国の各
拠点でペットボトルキャップの回収を実施し、回収したキャップはリサイクルされ、そ
の収益金の一部が認定NPO法人「世界の子どもにワクチンを 日本委員会(JCV）」
へ寄付されることで、UNICEFと連携したワクチン支援に役立てられています。

国連WFPへの支援（寄付）
環境省「プラスチック・スマート」キャンペーンに賛同

地域社会の一員として、次世代のモノづくりを担う人財への教育支援や環境美化など、地域社会への貢献活動に取り組んでいます。

地域貢献

SDGs目標達成に向けて、各種団体に寄付を行っています。

寄付・支援

地域における生活課題（子どもの貧困、ひき
こもり、高齢者支援、障がい児・者支援など）
に対して、支援・援助活動をしている赤い羽
根福祉基金への支援を実施いたしました。

赤い羽根福祉基金への支援（寄付）

取締役・管理職・従業員から参加者を募り、地域貢献
活動の一環として、西日本ラーニングセンター近隣の
江坂公園と、東京本社・東日本ラーニングセンター近
隣の新横浜駅前公園の清掃を実施しております。

地域貢献活動の一環として、横浜市鶴見区の二ツ池公園において、二ツ池公園愛護会が実施する環
境保全活動に参加しました。本活動では、セイタカアワダチソウの伐根を実施しました。伐根作業は、
在来植生の再生を通じた生物多様性の回復及び生態系の安定化に寄与し、自然資本への影響低減
を図る施策として位置付けられています。当社はサステナビリティ基本方針のもと、生物多様性への
取り組みを推進しています。

公共スペースの清掃活動 横浜市鶴見区 二ツ池公園の環境保全活動に参加

人と自然が調和して生きられる未来を目指して、失われつつある生物多様性の豊かさの回復や、地球温暖化防止
などの活動を行っているWWFジャパンに対して2025年4月に500,000円寄付いたしました。今後も当社は事業
の一層の成長を目指すとともに、国際貢献、社会貢献、自然環境保全事業への支援を積極的に行ってまいります。

公益財団法人世界自然保護基金ジャパン（WWFジャパン）へ寄付

当社の研修スタッフが、大学で非常勤講師として、また、

ゼミ講師として、実践的な講義を行っています。

大学での講義

加盟学会・団体にて、論文発表を実施。

大学関係者との親交を深めています。

学会・団体との連携

企業と大学のご協力を得て、当社に蓄積された研修ノウ

ハウを書籍にまとめ、当社の教育・研修で活用しています。

教材の刊行

研修システム、成果を論文として、教育・企業関係者に公

開。広範囲な人財育成の現場で活用されています。

能力開発論文集

● 社団法人日本図学会
● 社団法人日本設計工学会

● 社団法人日本機械学会
● 社団法人電気学会　等
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ステークホルダーエンゲージメント／社会貢献
サステナビリティ
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